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はじめに

本資料は、2025年1月30日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

●本資料は、厚生労働省および関連する部署が発出する資料をもとに作成した資料です。

●本資料は、自社医薬品の製品プロモーションに関係する内容は記載しておりません。

●資料中に薬剤の一般名（成分名）が記載される場合がございますが、自社医薬品を意図し
た記載ではございません。

●本資料に引用された図などについては、引用元のポリシーなどを遵守し記載しております。

●引用された資料等で許諾が必要な場合には、所定の手続きを行い許諾を受けております。

●本資料には、著作権等がございます。
二次使用につきましては、ご相談等、承りますので下記フォームからお問い合わせください。
なお、フォームの送付のみで使用を許諾するものではございませんのでご注意ください。

●本資料に関するご質問等は、下記フォームからお受けしております。

ご質問等 受付フォーム：
https://stu-ge.nichiiko.co.jp/inquiries/new

お手持ちのモバイル機器からも送信できます ⇒
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高額療養費制度 自己負担限度額引き上げの必要性

●高齢化や高額薬剤の普及等により、高額療養費の総額は年々
 増加しています
●増額に対する負担は、現役世代を中心に保険料が増加しています

 セーフティネットとしての高額療養費の役割の維持
 健康な方を含めた全ての世代の被保険者の保険料負担の軽減を図る

段階的な自己負担上限額の見直し
外来特例の見直し

本資料は、2025年1月30日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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自己負担額の引き上げ
●負担能力に応じたきめ細かい制度設計

①低所得者に配慮しつつ、各所得区分ごとの自己負担限度額を引き上げます
②住民税非課税区分を除く各所得区分の細分化を行います

①各所得区分ごとの自己負担限度額の引き上げ

考え方
前回見直しを行った約10年前から
の平均給与の伸び率が約9.5~約
12％であることを踏まえ、平均的な
所得層の引

具
体
的
な
引
き
上
げ
幅

（
自
己
負
担
上
限
額
）

年収約1,160万円～ ＋15％
年収約770万円

～1,160万円 ＋12.5％

年収約370万円
～770万円 ＋10％

～年収約370万円 ＋5％
住民税非課税 ＋2.7％
住民税非課税

（所得が一定以下） ＋2.7％

令和7年8月～

②各所得区分の細分化

令和8年8月～ ・ 令和9年8月～

（激変緩和措置として2段階に分けて引き上げ）

3段階に分けて引き上げを実施されます

各所得区分（住民税非課税を除く）を3区分に
細分化し、それぞれの所得に応じて、自己負担
上限額を引き上げます

本資料は、2025年1月30日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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（参考）
過去の見直しにおいても、協会けんぽ加入者の標準的な報酬
月額の25％となるように自己負担上限額を設定している。



日医工MPS

CopyrightⒸ2025Nichi-IkoPharmaceuticalCo.,Ltd.5

外来特例の見直し

●年齢ではなく能力に応じた全世代で支え合う制度
上限額引き上げにより、全ての世代の被保険者の保険料負担の軽減を図ります

外来特例とは70歳以上固有の制度で、外来に関わる費用の上限が設定されています

令和8年8月～

所得区分 現行 見直し後

一般（2割負担）
18,000円

［年14.4万円］

28,000円
［年22.4万円］

一般（1割負担） 20,000円
［年16.0万円］

住民税非課税 8,000円 13,000円
住民税非課税

（所得が一定以下） 8,000円 8,000円

本資料は、2025年1月30日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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［ ］内は年間上限額
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本資料は、2025年1月30日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

高額療養費制度の見直しのイメージ

2025年1月23日 第192回社会保障審議会医療保険部会
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患者負担割合及び高額療養費自己負担限度額
（令和7年8月～令和8年7月）

※１ 義務教育就学前の者については２割。
※２ 収入の合計額が520万円未満（1人世帯の場合は383万円未満）の場合も含む。
※３ 旧ただし書所得の合計額が210万円以下の場合も含む。
※４ 課税所得が28万円以上かつ年金収入＋その他の合計所得金額が200万円以上（複数世帯の場合は320万円以上）の者については２割。
※５ １年間のうち一般区分又は住民税非課税区分であった月の外来の自己負担額の合計額について、14.4万円の上限を設ける。

2025年1月23日 第192回社会保障審議会医療保険部会

本資料は、2025年1月30日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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患者負担割合及び高額療養費自己負担限度額
（令和8年8月～令和9年7月）

2025年1月23日 第192回社会保障審議会医療保険部会※１ 義務教育就学前の者については２割。
※２ 収入の合計額が520万円未満（1人世帯の場合は383万円未満）の場合も含む。
※３ 旧ただし書所得の合計額が210万円以下の場合も含む。
※４ 後期については、年金収入＋その他の合計所得金額が200万円未満（複数世帯の場合は320万円未満）の場合も含む。

本資料は、2025年1月30日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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高額療養費制度（まとめ）

●高齢化や高額薬剤の普及等によりその総額は年々増加しており、現役世代
を中心とした保険料が増加してきました。

●負担の公平を勘案して、低所得者に配慮しつつ、高額療養費制度の自己
負担額の上限の見直しと70歳以上の固有の制度である外来特例の

 上限額の見直しを行うこととしました。
●高額療養費制度の見直しの第1弾は令和7年8月からとし、第2弾・第3弾
は激変緩和措置として、令和8年8月及び令和9年8月に引き上げを予定し、
合わせて3回の限度額の引き上げを行います。

●令和7年8月の引き上げでは、区分は現行と同じですが上限額が引き上がり、
令和8年8月の第2弾では、区分が細分化がされます。

●70歳以上の固有の制度で、外来の上限額がある外来特例も見直され、
上限額の引き上げが令和8年8月より実施されます。

本資料は、2025年1月30日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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